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アラビアンライトＯＳＰ ブレント ＷＴＩ 

2040年 

※ 1983年にWTI先物（NYMEX）とブレント先物（IPE、現ICE）が上場。 
※ 価格はバレル当たり、需要は原油換算。 
※ 運輸部門の需要減少には燃費改善等他の要因も寄与。EV・PHVの普及は一例。 

(08.07)史上最高値 

WTI   145.29ドル 

ブレンド 146.08ドル ● 

油価は変動を繰り返し、足下５０ドル。長期の資源価格をどう考える？ 
原油需要  
(2040年) 

48億トン(運輸:29億) 

33億トン(運輸:18億) 

出所：WEO2016 

(全車分の約2%) 

足下 

50ドル前後 

146 
ドル 

(11.03) 
東日本大震災 

(08.09) 
リーマン 

ショック 

(80.9)イラン・
イラク戦争勃発 

(01.09)米国同時
多発テロ発生 

(79.2)イラン暫定
革命政府成立 

(90.10) 
湾岸戦争時最高値 
（40.42ドル） 

(04～) 
新興国需要急増 

(73.10) 
第4次 
中東戦争 

● 

● 

● 

54億トン(運輸:34億) 

EV・PHV 

(2040年) 

全体で▲6億 
うち運輸で▲5億 

    (約80%) 

0.3億台 

1.5億台 

7.1億台 

全体で▲15億 
うち運輸で▲11億 
    (約70%) 

(全車分の約8%) 

(全車分の約36%) 

124 
ドル 

78 
ドル 

※2040年の原油価格・原油需要・EV,PHVの幅は 
 IEAのWEOシナリオに基づく 
  146ドル:新たな政策が実施されない場合 
       （現行政策シナリオ） 
  124ドル:パリ協定の各国自主目標実現水準 
       （新政策シナリオ） 
  78ドル：パリ協定の気温上昇２度以下目標達成水準 
       （450ppmシナリオ） 
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ガソリン車・HV EV (数字は電源ゼロエミ比率) 

（石炭32%,ガス40%,石油12%） 

（石炭0%,ガス4%,石油2%） 
※2025年原子力50% ,2030年再エネ40% 

2 

（参考）EV化のCO2インパクトはゼロエミ比率により大きく異なる 

日本 欧州 中国 

2030年:44% 
（石炭26%,ガス27%,石油3%） 

41 

82 

5 

2015年:27% 
（石炭70%,ガス2%,石油0% ） 

2030年:42% 
（石炭51%,ガス7%,石油0% ） 

62 

34 

23 

49 2015年:45% 
（石炭44%,ガス10%,石油1%） 
※2030年ゼロエミ比率50%程度 

2015年:57% 
（石炭26%,ガス16%,石油2%） 

2030年:66% 
（石炭12%,ガス21%,石油1%） 

47 2010年:35% 
（石炭26%,ガス29%,石油10%） 

出所：日本自動車研究所、IEA Energy Balances、WEO2016等を基に試算 

2040年:49% 
（石炭43%,ガス8%,石油0% ） 

53 

EU 

ドイツ 

フランス 

EU 

低減の 
可能性 

※2015年の平均燃費想定 

※直近の最高燃費想定 

CO2排出量※ 

[g-CO2/km] 
※燃料製造から自動車走行まで 

（Well to Wheel） 

※欧州・中国のライフサイクル計算には一部日本の想定を適用 



日本は、資源に乏しく、自給率が特に低い。長期的にどうあげていくか。 

出所：IEA Energy Balances 2017 ※日本の自給率は資源エネルギー庁推計 3 

米 

自給率 
(2000年) 

自給率 
(2016年) 

３７％ 

仏 

独 

中 

印 

日 

４０％ 

２０％ ８％ 

７３％ ８８％ 

５４％ ５２％ 

６５％ ８０％ 

８４％ ９８％ 

※中印は2015年 

主な 
国産資源 

天然ガス 
石炭・石油 

原子力 

石炭 

石炭 

石炭 

無し 

英 ６７％ ７４％ 石油 



米 

仏 

独 

中 

印 

日 

英 

輸入依存 

石油 ガス 

41％ 3％ 8％ 0％ 

22％ 46％ 1％ 10％ 

97％ 99％ 25％ 2％ 

4％ 0％ 96％ 90％ 

31％ 4％ 61％ 29％ 

46％ 25％ 83％ 40％ 

85％ 23％ 99％ 98％ 

日本は、特に中東に依存して輸入。長期的な中東情勢は？ 

出所：IEA・Energy balances他から資源エネルギー庁作成  ※中・印は2015年のデータ 

うち中東 最大輸入先 

パイプライン 
連結 

タンカー 
輸送 

パイプライン 
連結 

パイプライン 
連結 

輸入依存 うち中東 最大輸入先 

15％ 
カナダ 

12％ 
ノルウェー 

15％ 
サウジアラビア 

37％ 
ロシア 

37％ 
サウジアラビア 

3％ 
カナダ 

32％ 
ノルウェー 

40％ 
ノルウェー 

44％ 
ロシア 

15％ 
トルクメニスタン 

22％ 
カタール 

28％ 
オーストラリア 

9％ 
サウジアラビア 

15％ 
サウジアラビア 

タンカー 
輸送 

タンカー 
輸送 

パイプライン 
連結 

パイプライン 
連結 

パイプライン 
連結 

パイプライン 
連結 

パイプライン 
連結 

※欧州大でパイプライン連結 

タンカー 
輸送 

タンカー 
輸送 

タンカー 
輸送 

※ロシア等とパイプライン連結 

※パイプライン無し 

※パイプライン無し 

※パイプライン無し 

※パイプライン無し 
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先進国はガスシフトも、新興国は石炭依存が継続見込み。 
日本のCO2削減への貢献のあり方は？ 

石油 天然ガス 石炭 

先進国 

(OECD) 

新興国 

(non- 
OECD) 

足下 
(2016年) 

IEA想定 
(2040年) 

足下 
(2016年) 

IEA想定 
(2040年) 

18億トン 

13億トン 

13億トン 

15億トン 

8億トン 

６億トン 

26億トン 

29億トン 

17億トン 

27億トン 

30億トン 

36億トン 

▲5億 +2億 

＋3億 +10億 

出所：IEA・WEO2016等 (New Policy シナリオ) 
※単位：原油換算トン。 

▲2億 

+6億 

5 


